










































































































































































































































































































































































































美　　濃　　部　　博　　士 立 博 士
①国際法と国内法との関係
　国際法と国内法とは別個の法規であって，しかも
両法の法規関係の当事者は必ずしも別個独立とはい
えないし，両法の立法老は同一の国家である。した
がって，同一の権利が国際法と国内法との両面に同
時に効力を有し，国際法に違反する国内法は原則と
して無効となる。ただし実際にはこれらの法律を無
効と宣言する国内機関が存在しないので，効力を有
しているQ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』へ「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
　国際法と国内法とは互に相影響し合う関係にあっ
細欝難崖灘認備孟離1
規であ…たが・て洞一嚥利が鴎法と国吋
法との両面に同時に効力を有することはないし，両i
者の効力は全く関係がなく，国内法が国際法に違反1
した場合は国家の道義的責任が生じるだけである。　1
ま姻際灘違反した国内法鮪効とする外国でのl
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L裁判例がある。　　　　　　　　　　　　　　　　｝
⑦領土権の性質
領土掴掴離上並びに国内法上の両面の効力あ1
る，土地及び土地の上にある空間の一切のものを支
配する物権である。
　その積極的効果は，その区域内にある物及びすべ
ての人が本国人たると外国人たるとの区別なく，そ
の国の権力に服することであり，消極的効果は外国
人に対する禁止権たる性質を有する。前者が国内法
上の効果であり後者が国際法上の効果である。
1
　領土権は単に土地を支配し利用する国際法上の物　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト権であり，国際法上すべての国家に対抗しうべき絶2
対権である。領土権をもって人に対する権利とする　1
のは領土権が物権であるという思想に矛盾し，また［
＿つの擁が国際法上，国内法上の両面に同時鋤1
力を有することはないのであって，国内法上，領土
は統治の区域たるにすぎないとみるべきである。
③物権の性質について
　土地についての物権は物を支配することのほかに
空間の支配権をも包含するものとし，此の空間の支
配権の効果としてその土地にあるすべての人に対す
る命令強制の権力を包含する。
④国家の法人格
　国家は法人格をもち，それは国内的にも国際的に
も共通の人格である。
土地についての物権は，土地に固着する権利であ1
り，物権の目的物たる土地とその空間上の関係にあ　1
る人敏配する権力は含まない。　　　l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
　国家の法人格は，国際法と国内法とそれぞれ別個
の意思を有する人格である。
⑤　主権の概念について
　主権と統治権の概念は異る。主権は絶対権に相当
する権力であるから，一面には国内法上国家が被治
者に対して，これに命令し強制する力をもち，他面
では国際法上国家が総ての外国に対してその妨害を
禁止する消極的な力，つまり外国に対して独立を主
張する力をもつものである。
　主権は統治権或は国権と大体において同じであつ　1
て，国内公法上不対等関係arzある国家の被治老に
対する齢強制の意力である．。のように擁1玩1
来，国内法上の観念であって，国際法上における対
等国家相互の能力又は行為の自由又は独立等の観念i
と眼るものである。　　　　　［
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⑥　主権と領土権との関係について
　領土権は，臣民高権，国際交通権とともに国際法
上も，国内法上も主権の一部である。領土権即統治
権ではない。
　領土権は国際法上の物権であり，主権は国内法上
の権力であるが，領土権の効果により主権の行動の
地理上の範囲が定まるのであるから，両者は密接な
関係がある。
t
陶せられ・例外として・特別の条約は甑する・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト
⑦領土の併合について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i黒難縫織騰型潅柳
分の権利であるから，国家の併合の際，被併合国の　1
一切の権利は併合国が継受して取得する。　　　　　旨
被併合国が繍した条約は，願として併合国にi
　国家併合の場合は，併合国による領土権の継承取
得は認められるが，統治権（主権）は唯一不可分の
権利であり，国家に固有のものであるから，併合国
は被併合国の統治権の譲与を受けるのではなく併合
国の固有の統治権が拡がり行われるものである。
　被併合国が締結した条約は，原則として併合にょ
り当然消滅し，例外として特別の条約が継承され
るQ
5　論争の現代的評価
　まず，この論争の行われた明治40年代まで（1910年以前）の，国際法と国内法との関係にっいての
学説は，ヘーゲル，フリッカー，ツオルンなどの対外国法論や，イエーリンク，イェリネックの国
家自己拘束（Eine　Selbstverpflichtung　des　Staates）説等，国家主権の最高性の強調による，国際法軽視
時代から，いわゆる二元論による国際法理論の確立時代への移行期であったといえる。第i次大戦前
のこの時期としては，したがって，二元論は，国際法・国内法関係論のいわば進歩的な学説であった
といえるのである。そして，1899年のトリーペルの著作（H．Triepel．　V61kerrecht　und　Landesrecht，
1899）が，二元論を理論的に主流的位置においたことはよく知られている。　　　　　　　　　　　1
　したがって，論争の経過から明らかなように，両博士の主張の基盤も，二元論であったのである・
しかしながら，原則として両法は別異の関係にあるとする二元論をとっている国際法学老（たとえば
ホルランド，オッペソバイム，ニッポルドなど）も，両法がいろいろな交渉場面で緊密な関係にあること
を認めていたから，両博士の論争も，①両法は別異の法秩序である。しかし②両法は密接に関連し相
影響しているという2点では一致していた。にもかかわらず，両者の見解が対立したのは，立博士が
両法を別異の法である点に重きをおいて，厳格な二元論を主張したのに対して，美濃部博士は両法が
密接に相影響している性質をもっている点に力点をおいたところにあった。したがって美濃部博士の
一つの権利で両法に関係するものがあり，そのような権利は，国際法上無効であれぽ，国内法上も無
効となる場合があるという議論は，一見，二元論と異る主張のようにみえたのである。
　にもかかわらず，美濃部博士がこのような見解を主張せざるをえなかったのは，領土権物権説が立
博士の指摘するように，ラーバソトの影響によるものと思えるが，この説を維持するためには・’つ
の権利が両法に同時に有効な性質をもつという一般論を前提とせざるをえなかったからである・
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　しかし，その後，美濃部博士が昭和7年に同じ法学協会雑誌において・当時漸くわが国でも主張者
が増加した一元論を非難していることをみても・博士が二元論を基礎にしていたことは明らかであ
る○
　ただ，このときの美濃部博士の一元論批判のなかに次のような理由が加えられていることは，当時
のわが国の国法学の特殊日本的な限界が，二元論にふみとどまらざるをえなかったともいえるのであ
る。
　「一一国際社会と関係なく，国内に於てのみ効力を有する国内法は全然国際法とは関係なく其の国
家のみに特有な独立的根拠によって成立するもので，国際法の承認といふやうなことに根拠を有っも
　　　　　　の　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　．　　　　　　　　　　　コ　　．　　　　　　　　　
のではない。日本帝国は万世一系の天皇之を統治するといふことは，我が帝国の最も根本的な国家法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　り　　の　　■　　　　　コ　　　　　の　　■　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　．　　　
であるが，それが国際法の其の効力の根拠を有すと為すが如きは，国家を侮辱するものである。それ
は国際法とは全く無関係に，我が国初以来傲として存立して居る国家法であり，国家それ自身にのみ
根拠を有するものであることは言ふまでもない」（第50巻第4号12頁一傍点筆者）。
　ここには，この論争でも主張された，国家主権は国際法上も国内法上も独立最高で犯されない国家
の権利であるという主張のなかにわが国国法学者の「国体」に対する特別な配慮のあったことがうか
がわれる（この点はしかし，他の国法学者にくらべて，美濃部博士は，主としてイエリネックの理論にかしずい
ていたことから，比較的に純法学的な観点からとらえた「国家観」であったことはいえる）。このことからみて
も，美濃部博士の主張が立博士の批判するように，国際法を対外国法的な性質としてとらえているの
ではないか，と誤解されたのも，またやむをえなかったことであった。
　イエリリネックの法的には自己の意思のみに服する独立最高の権力＝主権をもつ国家が，自ら承認
した国際法に拘束されるという自己拘束説（G．Jellinek，　AIIgemeine　Staatslehre，　l　gO5，　s．46　D」は，対
外国法論のように，どちらかといえば，国際法否認の性格をもつ主張とちがって，むしろのちの一兀
論への接近を期待できるものといえるであろう。美濃部博士の今回の論争をみると，このイエリネッ
クの場合よりも，さらに一元論的な性向をつよめていると思われるにもかかわらず，なお二元論にと
どまろうとしたことが，立博士によって攻撃されるところとなると同時に，美濃部博士の明治憲法下
の国法学者としての限界があったとみるべきであろう。
　一方，立博士の主張は一貫して厳格な二元論を採用したところに，その特徴があるが，同時に論理
の一貫性を維持するために，条約と国内法の主体である国家の法人格を国際法のそれと国内法のそれ
とに明確に分けたり，用語的に国家の主権を国内法の範囲内にとどめたりしていることは，一見論
理的にみえながら，実は，いわば観念法学の「悪しき面」の継承をみることができる。
　さて，国際法と国内法との関係論は，第1次大戦の終了と同時におこった，ウイーソ学派の一元論
によって多彩をきわめるようになった。1920年の国際連盟の発足は，国際政治に大きな変化を与える
とともに，公法秩序の理論化にあたって，国際法の地位をいちじるしく高めたのもたしかであった。
ウイーソ学派が，これを機会に国際法優位の一元論を展開したのも時代の要請であったといえよう。
ウイ＿ン学派があるいは認識論的に（H，ケルゼン）あるいは経験科学的に（フエアドPス）国際法・国
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内法｝こ優位するGrund　N・rmを設定して国際法優位の一元論を展開すれば・二元論もまた国内法に
おいては立法老の命令に従わなければならないというGrund　Normが，国際法に1まPacta　sunt　seru
andaというGrund　Normが別個独立に設定される，という純粋法学的理論の展開が試みられた（D．
Auzilotti，　Cours　de　Droit　Intervatioual，1，1929）Q一元論には，このほか自然法を基礎とする理論（例え
ば田中耕太郎「世界法の理論」）や，いわゆる対外国法論から脱却した国内法優位の理論（MWenzei，
Juristische　Grundprobleme，］920）などが登場した。これらの諸説は今日において，いずれも優劣をき
めがたいほどの支持者があるといってよい。
だが，第2次大戦の経験を契機として，国際法・国内法の関係論のこれらの主張に一つの新しい試
みが加えられつつある。それは国際法の中に個人を組み入れた理論構成の試みである。これまでの関
係論では，法の主体はあくまで観念的な国家であった。美濃部・立論争ももちろん例外ではなく，個
人が国際法の主体となることはなかったし，国内法的にも，例えぽ美濃部博士の帝室論的国法学のも
とで，国家主権の範疇に国民が加えられることはなく，国民はあくまでも観念的な国家に対する服従
者であった。この点は二元論者においても全く同じであった（例外として，カオフマンは国際法が国家の
個人を直接拘束するという意見をだしたが，当時の現実とはかけはなれたものとされた）。
　しかし，今日の国際政治の場では，すでに第1次大戦後，難民保護や少数民族保護などの個人を対
象とした問題が発生した。第2次大戦の終了後には，これらの問題の外，国際機関に職場をもつ人が
現実に国際人として活躍しているなど国際的視野から個人の法的地位を考慮しなけれぽならない気運
が一層増加してきている。このような状況から，数多くの人権規定を含む条約が今日締結されている
（例えばILOの諸条約，　Genocide条約，世界人権宣言，ヨーPッパ人権条約，国際人権規約等）。一方では
国内法の分野でも，国内裁判所で人権問題に関する国際法適用の例が生じている（例えばわが国の原爆
訴訟など）。
　このような個人の国際社会への参加と，国内政治構造が，君主制から共和制への移行を一般化して
いる現状では，当然国家主権の観念に大きな影響を及ぼしている。第1次大戦終了直後までは，国家
主権は最高・独立であった。したがって，国際連盟の総会決議が多数決でなく全会一致を要求したの
もそのためであった。しかしこのような採決方法が会議の運営に障害になることは明らかで，第2次
大戦後の国際機関は，殆どが多数決原理を採用するようになρた（国際条約による多数決髄こは，さらに
たとえば国際通貨基金や国際砂糖協定のように加重投票制をとっているものもあるが，これらは単純多数制より
理論的には一層国家主権を制限しているといってよい）。一方では国内法でも，憲法によって自国の主権制
限を承認する規定もあらわれてきている。
　このような個人の問題，主権の問題は，国際社会での国家の最高・独立の主権概念に反するもので
あり，国家はもはや，国際機構の中で国家主権の絶対性を主張できなくなってきつつあるといえるの
である。このような状況から，国際法・国内法両法秩序の関係論には新たな課題が提供されていると
いえるのである。これらの問題をぬきにして関係論の進歩はなく，またこれらの問題が将来国際政治
の場でどの程度発展するかが，同時に関係論の展開にとってきわめて重大な要素となるといえるので
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ある。
　　とはいっても，現在もたとえぽ第2次大戦後に植民地から脱した新興国は・国家主権の最高・独立
を叫んでいるのであり，少数の国家はいわば大国主義的な国際政治によって，同じように国家主権の
絶対性を強調しているし，自衛権論争も，また国家主権のこのような概念を基盤として主張されてい
るのが現状であるから，現在はこのような古い観念と新しい観念とが，国際法・国内法の関係論にお
いても衝突をしている，いわぽ過渡期的状況にあるといえよう。この意味で，美濃部・立両博士の論
争にあらわれた，諸論点は今日でも関係論において参考とすべき多くの問題を含んでいるものといえ
るのである。
Die　Zusammenfassung　der　Disputation　zwischen　Dr．　T．　Minobe
und　Dr．　S．　Tachi　　　　　Uber　Landes．　und　VOIkerrecht
Seiichi　Nakahara
　　Die　Disputation面ber　Landes－und　V61kerrecht　zwischen　Dr．　T．　Minobe　und　DL　S．　Tachi，　die　in　dieser
Abhandlung　vorgestellt　wird，　wurde　so　etwa　ein　Jahr　lang　auf　der　Hogaku－Kyokai・Zassi　im　Jahre　44　Meiji
geaul5ert．　Am　Anfang　war　diese　Disputation　kelne　AufsteUung　des　Problems　von　Richtigkeit　und　Rech・
tseffekt　zwischen　dem　Landes－und　V61kerrecht　gegeneinander，　sondern　die　Abschatzung　nach　der　Eigen・
schaft　der　Territorialgewalt．　Jedoch　war　es　nδtig　dabei　als　die　Voraussetzung，　einige　Fragen　zu　1δsen，
die　Pers6nlichkeit　des　Staates，　dユe　Konzeption　des　Hoheitsrechts　und　die　Richtigkeit　und　den　Rechtseffekt
zwischen　dem　Landes－und　V61kerrecht　gegeneinander　zu　aufl6sen．
　　1且diesem　Streitpunkte　ist　diese　Abhandlung　die　Zusanlmenfassung　der　Disputation面ber　Richtigkeit
und　Rechtseffekt　zwischen　dem　Landes・und　V61kerrecht　gegeneinander．　Dort　betont　Dr．Minobe　krtiftig
vom　Standpunkte　der　Staatsrechtslehre　aus，　dals　ein　Recht　im　subjektiven　Sinne　auf　den　beiden　Gebieten
des　Landes－und　V61kerrechts　in　Kraft　treten　soll　und　die　G廿1tigkeit　des　v61kerrechtswidrigen　Landesrechts
nichtig　sein．　Dagegen　behauptet　stark　Dr．Tachi，　voln　Standpunkte　der　V61kerrechtslehre　aus，　den　h6chst
strengen　Dualismus．
　　Wir　wissen，　dais　diese　Disputation　bereits　der　klassischen　Lehren　angeh6rt　hat，　aber　diese　Disputatlon
ist　einander　jeden　Behauptungen　enthalten　und　sich　kritisiert，　also　wird　sie　auch　heute　als　eine　inhalt
reiche　Disputation　hochgeschatzt　werden．
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